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研究成果の概要（和文）：研究代表者の森際康友が研究統括の他に、法曹倫理基礎理論と教育方

法の開発に取り組み、研究分担者の松本恒雄が私法および司法の観点から、同長谷部恭男が公

法および人権教育の観点から法曹倫理の研究・教育に関わった。その研究成果および教育実践・

方法開発の報告を内外の国際会議で行った。たとえば、最終の 2010 年度には、森際が蘇州及

び北京で編著の教科書の中国語訳出版を記念した招待講演を行い、6 月末にはアンカラでトル

コ弁護士会連合主催による弁護士倫理の国際シンポジウムを企画・報告し、7 月には第 4 回国

際法曹倫理会議（スタンフォード大学）にて比較裁判官倫理のパネルを企画し、報告した。8

月には長谷部がオスロで、9月には森際がハイデルベルグで、10月にはパリで研究発表を行っ

た。12 月には森際がドイツ裁判官アカデミーで裁判官倫理の哲学的基礎について講演した。

2011 年 2 月には、東京で、「職域拡大時代の弁護士倫理」と題して次期研究計画を視野に入れ

つつ 3年間の研究を総括する国際会議を企画・開催した。この間、森際は法科大学院における

法曹倫理コアカリキュラム策定に携わるとともに、それに対応した教科書の改訂作業を行った。

また、長谷部・森際は CCBEにおける欧州弁護士倫理統合作業について調査し、その成果をジ

ュリスト誌上で発表した。これを含めて研究成果の出版数は雑誌論文 21編、図書 3冊である。

教育研修実践については、森際が毎年ドイツ裁判官アカデミーで裁判官の倫理研修を行ったほ

か、本務校以外に学習院大学、ルンド大学（スウェーデン）で法曹倫理の講義を行った。こう

して「法曹養成における職業倫理教育の理論と方法」を開発する研究と教育研修を履践した。 

 
研究成果の概要（英文）：The representative of the research project, MORIGIWA Yasutomo, 

was not only supervising the program, but also actively engaged in the development of the 

theory of legal ethics as well effective methods of teaching. The two other members of the 

team were involved in fields of legal ethics research and teaching close to their expertise. 

MATSUMOTO Tsuneo engaged in research on legal ethics that had to do with private law 

and the judicial system. HASEBE Yasuo was involved in the public law and human rights 

aspects of legal ethics. The findings were disseminated in international congresses held 

both in and outside Japan. Venues include Ankara, Palo Alto, Oslo, Heidelberg, Paris, Trier, 

Beijing, Lund, as well as Tokyo and Fukuoka. International comparative research and 

theoretical debate by leading specialists cooperating in the project went hand in hand to 

produce a theory and method based on sound factual basis and theory-building. 
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１．研究開始当初の背景 

法学教育、とくに法曹倫理のような実務教
育科目に関する教育は 2008 年当時、始まっ
たばかりなので、その方法論はまだ試行錯誤
の段階にあった。また、わが国の大学におけ
る法学教育がこれまでゼネラリスト養成に
傾いていたこともあり、法曹論および法曹養
成論は、民事訴訟法学と法社会学の狭間にあ
って独立した研究分野へと成長してきたと
評価することは困難であった。このような状
況にあって、申請者は中京地区の法科大学院
における法曹倫理教育担当者を含む実務家
と研究者が協働する研究会活動を通して、教
科書『法曹の倫理』（名古屋大学出版会、2005

年）を編み、同時に、本書を利用した教育方
法を開発した。現在、法曹倫理の教育実践を
通して、その方法をさらに発展させつつある。
が、教育現場で痛感するのは、たとえば弁護
士倫理におけるコア・バリューとされる利益
相反の禁止や守秘義務の遵守が、教義として
確固とした地位を確立しつつも、これらの価
値を支える理論的基盤についての研究が未
開発だ、ということである。すなわち、実務
家はこれらの価値を守らねばならないこと
は叩き込まれているが、なぜ守るべきかと問
われることもなかったので、いざそう問われ
ると十分に応えられないのである。これでは
「応用問題」に直面した際に、何をどのよう
に考えればよいのか、途方に暮れることであ
ろう。このようにして法科大学院における法
曹倫理教育の充実には、こういった「なぜ」
に応えられる法曹倫理の学問的確立が不可
欠であると確信するに至った。 

さらに、この申請に先立つ、同じメンバーに
よる日仏の裁判官倫理比較を中心とする 2年
間の研究において、このような活動が単なる
教育上の便宜を超えた理論的意義をもつこ
とを明確にした。すなわち、法曹養成という
教育実践の観点から、法学の対象である法現
実を改めて捉えてみれば、これまで理論家の
間で十分に自覚されていなかった論点や考
察方法などが認識可能となる。本研究では、
先行共同研究に参加し、この点を的確に理解
した、わが国の公法・私法における俊英を研
究分担者に、また、この共同研究の過程で知
己を得、あるいは交流を深めた米・独・仏・
伊・スペイン・ベルギー、および世界最高水
準の裁判官倫理を誇るカナダの実務家研究

者の協力を得て、その豊かなポテンシャルの
実現を試みる。 

 

２．研究の目的 

第 1 に、教育実践に関しては、「法科大学
院教育の一環としての法曹倫理教育の理論
的基礎はいかにあるべきか」という問題に取
り組む。第 2 に、方法論的には、法制度を、
それを担う人材のエートスにまで立ち入っ
てそのあるべき姿を考察する。具体的には、
裁判官や弁護士のベストプラクティスとし
ての職業倫理の内実をいかなるものとして
設定すれば、法解釈過程からノイズを除去す
る機能がもっとも発揮され、社会正義の実現
に寄与するか。その国際標準を策定すべく、
欧米主要国の現実を規範的観点から考察す
る。第 3に、立憲民主制国民国家における司
法府の国民統合的機能とそこで法曹倫理が
果たす役割を探究し、わが国を含め、主要諸
国で＜倫理整流機能＞仮説が成り立つこと
の確認を行い、公法・私法を総合した、具体
性のある実践的法理論の構築を試みる。 

 

３．研究の方法 

共同研究者３名を中心に、内外の研究者・
実務家の協力を得て、一つの研究共同体とし
て、研究期間内に、第 1 の法曹養成目的に関
して、実務家との協力を通した国際的な法曹
倫理の実態調査を行い、法曹倫理の国際標準
の見極めとデ・ファクト標準確立への協力を
試みる。収集したデータについては、研究者
と実務家からなる国際共同比較研究チーム
を組織し、あるべき法曹倫理に向けて理論構
成を行った後、国際標準形成に向けて関係者
と努力する。第 2 の理論形成については大枠
として、①立憲民主政国家における司法の機
能、②司法府における法曹倫理の機能、の 2 

段階からなる機能論的解明を行う。一般的適
用が可能であろうこの理論を基礎に、国際的
に通用する説明を試みる。適用可能性を保障
するために、法曹倫理が単なる建前ではなく
実効性を持つための主要な制度的条件とさ
れている＜司法の独立＞に関するこれまで
の議論を機能論的に捉え直し、＜司法の独立
＞が（政治的圧力など）法解釈を歪めるノイ
ズを濾過し、裁判が「この憲法と法律にのみ」
拘束されるよう保障する機能に着目する。そ
の機能を発揮するのに必要な法曹としての



倫理的資質を育む最適な方法の開発を、それ
ぞれの法共同体の現実に即しつつ、めざす。 

こうしてリベラルな国家における司法府の
健全な運営において法曹倫理が果たす役割
を、対象国の法曹に関する倫理と法制の実態
と歴史に即して明らかにし、その上で、そこ
での国民統合機能の理論化を試みる。すなわ
ち、判例が法源として用いられている法現実
に即した法解釈のあり方とそれを説明し正
当化するのにベストプラクティスとしての
法曹倫理が果たす役割、および司法的法創造
の国民統合機能についてである。こうして法
曹倫理は単なる腐敗防止の手段といったも
のではなく、法曹の法解釈の適切性を保障し、
国民統合に寄与しうることを明らかにする。 
 
４．研究成果 

【2008年度】 

4 月下旬、共同研究者 3 名で研究体制作り
のため研究打合せを行い、引き続き、各自が
分担研究を開始、並行して海外調査の準備を
進め、5 月末、パリにて森際がフランス側研
究協力者と打ち合わせ、共同研究者 3 名は 7

月下旬に東京で研究・海外調査の打ち合わせ
を行った。その上で、第 1 に、9 月下旬、共
同研究者 3名で渡欧、欧州各国の研究協力者
を集め、法曹倫理の現況と課題についての国
別レポート、共通の理論的教育的課題の同定
を中心とする国際会議をパリで開催、併せて
2009 年度の研究打ち合わせを行った。各国
とも法曹倫理の理論的基礎の探求が課題で
あることが確認された。第 2に、共同研究者
3 名は続けてイタリアに移動し、10 月上旬、
ミラノ・パヴィア・ボローニャの弁護士・研
究者に面接、イタリアの司法制度とそれを担
う人材のエートスにまで立ち入って調査し
た。弁護士数が多いこともあり、その職業倫
理が危機的状況にあることを確認した。第 3

に、教育実践については、森際が本年度も 8

月下旬、ドイツ裁判官アカデミーで裁判官倫
理について講演、本年からはその理論的基礎
に重点を置いた講演を行い、裁判官の自己理
解を助けた。第 4に、理論研究について、2008

年 5月、法社会学会で森際が報告、2009年 3

月上旬には、愛知法曹倫理研究会で共同研究
者松本と長谷部が中間報告を行い、実務家と
活発な議論を行った。一方、森際は愛知法曹
倫理研究会有志および関西学院大学大学院
司法研究科大学院教育推進プログラム関係
者と、「法曹倫理教育におけるシミュレーシ
ョン教育の有効性」について共同研究を 10

月から開始、利益相反と守秘義務が交錯する
事例についてシナリオを作成、これを演じた
シミュレーションを DVD録画し、2009年 1

月末の公開研究会で成果を発表した。研究者
と実務家が熱心に議論し、企業倫理と法曹倫
理の交錯など、興味深い研究テーマの発見を

もたらした。 

【2009年度】 

森際が法科大学院における法曹倫理の到
達目標、いわゆるコアカリキュラム策定にお
いて重要な役割を果たした。並行して国際会
議の企画・実行もしくは研究成果の発表を併
せて 8 件、国内外で行った。8 月には森際が
北京での法哲学国際学会で特別ワークショ
ップ「自由民主制における司法と裁判官の公
共責任」を開催。研究協力者アントワーヌ・
ガラポン（フランス・高等司法研究所長）、
ブラッド・ウェンデル（USA・コーネル大学
教授）などと裁判官倫理に特化した研究を行
った。12月には日本司法書士会連合会中央研
修会で司法書士倫理について講演した。2010

年 3月には、チームで関西学院大学法科大学
院にて「法曹の社会的役割と法曹養成教育の
標準化」と題してコアカリ策定を前提とした
国際会議を企画・開催、併せて 2010 年度以
降の研究打ち合わせを行った。また、森際は
毎年ドイツ裁判官アカデミーで裁判官倫理
について行っている講演をまとめてドイツ
語で発表した。これを含めて研究成果の出版
数は雑誌論文 7編、単著 1冊である。教育研
修実践については、森際が司法書士の倫理研
修を行った他、本務校以外に学習院、九州大
学、及びルンド大学（スウェーデン）で法曹
倫理の講義を行った。こうして「法曹養成に
おける職業倫理教育の理論と方法」の開発に
寄与する研究と教育活動を実施した。 

【2010年度】 

各自が研究を継続、並行して国際会議の企
画・実行もしくは研究成果の発表を、国際的
に、併せて 12件行った。すなわち、5月初旬
にパリの高等師範学校にて森際・長谷部が研
究発表、5 月末、森際が蘇州及び北京で編著
の教科書の中国語訳出版を記念した招待講
演を行い、6 月末にはアンカラでトルコ弁護
士会連合主催による弁護士倫理の国際シン
ポジウムを企画・報告し、7 月には第 4 回国
際法曹倫理会議（スタンフォード大学）にて
比較裁判官倫理のパネルを企画し、報告した。
8 月には長谷部がオスロで、9 月には森際が
ハイデルベルグで、10月にはパリで研究発表
を行った。12月には森際がドイツ裁判官アカ
デミーで裁判官倫理の哲学的基礎について
講演した。2011年 2月には、東京で、「職域
拡大時代の弁護士倫理」と題して次期研究計
画を視野に入れつつ 3年間の研究を総括する
国際会議を企画・開催、併せて 2011 年度以
降の研究打ち合わせを行った。 

この間、森際は法科大学院における法曹倫
理コアカリキュラムに対応した教科書の改
訂作業を行った。また、長谷部・森際は 5月
に須網隆夫（早大）教授と共に CCBEにおけ
る欧州弁護士倫理統合作業について調査し、
その成果をジュリスト誌上で発表した。これ



を含めて研究成果の出版数は雑誌論文 7 編、
単著 1 冊である。教育研修実践については、
森際が本年度もドイツ裁判官アカデミーで
裁判官の、東京の司法書士会館で司法書士の
倫理研修を行ったほか、本務校以外に学習院
大学、ルンド大学（スウェーデン）で法曹倫
理の講義を行った。こうして「法曹養成にお
ける職業倫理教育の理論と方法」の開発に寄
与する研究と教育活動を実施した。 
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